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連結株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 700,549 3,620,607 7,977,239 △116,139 12,182,258

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,584,710 1,584,710

自 己 株 式 の 取 得 △140,720 △140,720

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 1,372,274 △140,720 1,231,554

当連結会計年度末残高 700,549 3,620,607 9,349,514 △256,859 13,413,812

その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産合計
そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 293,403 △22,493 97,332 368,242 － 12,550,500

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,584,710

自 己 株 式 の 取 得 △140,720

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

114,006 18,369 △58,177 74,199 2,141,047 2,215,246

当連結会計年度変動額合計 114,006 18,369 △58,177 74,199 2,141,047 3,446,801

当連結会計年度末残高 407,410 △4,123 39,155 442,441 2,141,047 15,997,301

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　８社

・主要な連結子会社の名称　　　　北海道ドライケミカル株式会社

日本ドライメンテナンス株式会社

　当社は、2020年３月１6日付で連結会計基準に基づき、Masteco Industry Co., Ltd.、 

Korea High Pressure Cylinder Co.Ltdを当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

　・持分法適用関連会社の数　　　　２社

　　　・主要な関連会社の名称　　　　　株式会社イナートガスセンター

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　在外連結子会社の決算日は12月31日であり、NDC Korea株式会社は連結計算書類作成にあた

っては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の在

外連結子会社は、連結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上必要な調整を行っ

ております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

　　時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

  原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

ホ．修繕引当金　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積った修繕額のうち、当

連結会計年度に負担すべき金額を計上しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　  工事完成基準

　  なお、工事進行基準による完成工事高は、22,526,145千円であります。

　　③　のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、投資効果が及ぶ期間（20年以内）で均等償却しております。

ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括償却しております。

④　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

国際財務報告基準を適用している在外連結子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基

準第16号「リース」を適用しております。なお、当該会計基準の適用が連結財務諸表に及ぼす

影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

 有形固定資産の減価償却累計額 4,764,753千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 7,181,812 － － 7,181,812
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　(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 100,624 80,000 － 180,624

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加80,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による

ものです。

  (3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 123,920 17.50 2019年３月31日 2019年６月26日

2019年11月11日
取 締 役 会

普 通 株 式 88,514 12.50 2019年９月30日 2019年12月16日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 122,520 17.50 2020年３月31日 2020年６月29日
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５．金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

    ① 金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており投機的な取引は行わない方針でありま

す。

  ② 金融商品の内容及びそのリスク

　　 営業債権である受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、電子記録債権は、顧客の信用リ

スクに晒されております。営業債務である支払手形、買掛金及び工事未払金、電子記録債務

は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　③ 金融商品に係るリスク管理体制

     イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について経理財務部が取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行

っております。

     ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度

額等を定めた社内ルールに従い、経理財務部が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。金利スワップ取引については、取締役会決議に基づき行っております。

   　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

       　当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいては、各社の担当者が、当社と同様の管理を行っております。

　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

   　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　  2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については､ 次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時　価

（千円）

差　額

（千円）

(1) 現金及び預金 3,650,528 3,650,528 －

(2) 受取手形、売掛金及

び完成工事未収入金
14,345,921

(3) 電子記録債権 2,921,268

貸倒引当金（*) △19,931

17,247,257 17,247,257 －

(4) 投資有価証券 1,107,393 1,107,393 －

(5) 長期貸付金 2,676,000 2,677,080 1,080

資産計 24,681,179 24,682,260 1,080

(1) 支払手形、買掛金及

び工事未払金
6,841,993 6,841,993 －

(2) 電子記録債務 1,942,720 1,942,720 －

(3) 短期借入金 6,174,543 6,174,543 －

(4) 未払法人税等 607,987 607,987 －

(5) 社債 2,607,826 2,607,249 △577

(6) 長期借入金 3,060,686 3,066,781 6,095

負債計 21,235,757 21,241,275 5,517

デリバティブ取引 （29,778） （29,778） －

（*）受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、電子記録債権に対して計上している貸倒引

当金を控除しております。

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる場合については、(　　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　資　産

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、(3) 電子記録債権

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　　　(4) 投資有価証券

　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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　　　　(5) 長期貸付金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

　　負　債

　　　　(1) 支払手形、買掛金及び工事未払金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金、(4) 未払

　　　　　　法人税等

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　(5) 社債、(6) 長期借入金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式等 98,015

　　　非上場株式等は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

    ３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 1,303,560 490,000 360,000 340,000

    ４．社債（１年以内に償還予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

社債 1,840,084 ー ー ー

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,979円13銭

(2) １株当たり当期純利益 224円12銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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８．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

　　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　 a.被取得企業の名称：Masteco Industry Co., Ltd.　（以下、「MASTECO社」）

　　　 事業の内容　　　：消防用機器の製造・販売

　　　 b.被取得企業の名称：Korea High Pressure Cylinder Co.Ltd(以下「KHPC社」)

　　　 事業の内容　　　： 高圧ガス容器、天然ガス容器の製造・販売

　　　 ※MASTECO社はKHPC社の株式を81.66％保有しており、KHPC社は当社の孫会社になって

おります。

　　② 企業結合を行った主な理由

　　　MASTECO社代表理事Juhwan Oh氏が連結会計基準上の緊密者の関係にあたるという判断

にいたり、当社および当社の緊密者となったJuhwan Oh氏のMASTECO社所有株式数を合わ

せ議決権が過半数となったことによります。

　　③ 企業結合日

　　　 2020年３月16日

　　　 2020年３月31日（みなし取得日）

　　④ 企業結合の法的形式

　　　当社の所有株式数に加え、新たに当社の緊密者となったMASTECO社代表理事Juhwan Oh氏

の所有株式数を合わせたことによる議決権の変動。

　　⑤ 結合後企業の名称

　　　 変更はありません。

　　⑥ 取得した議決権比率

　　　 20.86%(当社と緊密者の所有株式数を合算した議決権割合 72.52%)

　　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　当社の所有株式数に加え、新たに当社の緊密者となったMASTECO社代表理事Juhwan Oh氏

の所有株式数を合わせて議決権が過半数を超えたことによります。

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　連結会計年度の末日が企業結合日(みなし取得日)であるため、連結計算書類には被取得

企業の業績は含まれておりません。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 企業結合直前に保有していた株式の時価　　739,200千円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 739,200

(4)被取得企業の取得原価と取得に至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　段階取得に係る差損　246,879千円
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(5) 発生したのれんの金額及び発生原因

　① 発生したのれんの金額

　　　 230,263千円

　② 発生原因

　　取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、そ

の差額をのれんとして認識しております。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　5,565,404千円

固定資産　　3,928,129

資産合計　　9,493,534

流動負債　　3,220,292

固定負債　　3,567,818

負債合計　　6,788,110

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が一定期間継続するものとして会計上の

見積りを行っていますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断していま

す。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度の

当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：千円）

純 資 産

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 198,087 932,247 7,216,714 8,347,048 △116,139 10,029,739

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435 △212,435

当 期 純 利 益 1,705,764 1,705,764 1,705,764

固定資産圧縮積立金
の 取 崩

△4,121 4,121 － －

特別償却準備金の取
崩

△250,210 250,210 － －

自己株式の取得 △140,720 △140,720

株主資本以外の項目
の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △4,121 △250,210 1,747,660 1,493,328 △140,720 1,352,608

当 期 末 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 193,965 682,036 8,964,374 9,840,376 △256,859 11,382,348

純 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 293,403 293,403 10,323,143

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

当 期 純 利 益 1,705,764

固定資産圧縮積立金の
取 崩

－

特別償却準備金の取崩 －

自己株式の取得 △140,720

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

114,006 114,006 114,006

当 期 変 動 額 合 計 114,006 114,006 1,466,615

当 期 末 残 高 407,410 407,410 11,789,758

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ．その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

　時価法を採用しております。

③　たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

　原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～47年

構築物　　　　　　　　５～50年

機械及び装置　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　４～７年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。
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③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　完成工事補償引当金　　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

⑤　修繕引当金　　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積もった修繕額のうち、

当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～16

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

⑦　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　　工事完成基準

　　なお、工事売上高のうち、工事進行基準による完成工事高は、18,772,312千円であり

ます。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

②　退職給付に係る会計処理        退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                           2,938,685千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 137,767千円

②　短期金銭債務 221,816千円

③　長期金銭債務 10,000千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 211,898千円

(2) 仕入高 782,533千円

(3) 営業取引以外の取引高 113,448千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普通株式（株） 100,624 80,000 － 180,624

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加80,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による

ものです。
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５．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 6,820千円

未払費用 46,313千円

賞与引当金 183,112千円

未払事業税 38,122千円

完成工事補償引当金 22,068千円

修繕引当金 15,310千円

退職給付引当金 247,019千円

役員退職慰労引当金 40,494千円

たな卸資産評価損 124,834千円

減価償却費限度超過額 10,918千円

減損損失 18,151千円

投資有価証券評価損 35,722千円

為替差損益 64,244千円

その他 9,508千円

　繰延税金資産小計 862,637千円

　評価性引当額 △188,987千円

繰延税金資産合計 673,650千円

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △87,025千円

　特別償却準備金 △310,062千円

　その他有価証券評価差額金 △179,805千円

繰延税金負債合計 △576,893千円

繰延税金資産の純額 96,756千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

　(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子 会 社
北海道ドライ

ケミカル㈱

所有

直接100.0％

商品の販売

及び

資金の預り

役員の兼任

資金の

預り
△130

関係会社

預 り 金
249,736

子 会 社
NDC

Korea㈱
所有

直接100.0％

原材料の仕

入及び

資金の貸付

役員の兼任

資金の

貸付
40,904

関係会社

長 期

貸 付 金

300,604

利息の

受取
5,641

その他流動

資 産

(未収入金)

2,296

子 会 社
広伸プラント

工業㈱

所有

直接100.0％

資金の貸付

役員の兼任

資金の

貸付
－

関係会社

短 期

貸 付 金

380,000

利息の

受取
1,773

その他流動

資 産

(未収入金)

291

子 会 社

Korea High 

Pressure 

Cylinder 

Co.Ltd

所有

間接 17.0％
資金の貸付

資金の

貸付
744,820

関係会社

長 期

貸 付 金

744,820

利息の

受取
－

その他流動

資 産

(未収入金)

1,632

関連会社
㈱イナートガ

スセンター

所有

直接 50.0％

商品の仕入

資金の貸付

資金の

貸付
△55,000

関係会社

長 期

貸 付 金

100,000

利息の

受取
600

その他流動

資 産

(未収入金)

－

（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利を勘案し、両者の協議により合理的に決定してお

　　　 ります。

　　　３．資金の預り及び資金の貸付の取引金額については前期末残高との純増減額を記載して

　　おります。
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　(3) 役員及び個人主要株主等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子会社の

役 員
Juhwan Oh

（被所有）

　 0.0％
資金の貸付

資金の

貸付
2,676,000

長 期

貸 付 金
2,676,000

利息の

受取
－

その他流動

資 産

(未収入金)

2,016

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利を勘案し、両者の協議により合理的に決定しておりま

　す。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,683円97銭

(2) １株当たり当期純利益 241円24銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が一定期間継続するものとして会計上の

見積りを行っていますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断しています。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌事業年度の当社の財

政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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